
 

○国有財産の物件情報に係る公表様式について 

 

 

平 成 30 年 ３ 月 30 日 

財 理 第 1 1 5 1 号 

 

改正 平成30年 6月29日財理第2235号 

同 30年12月26日 同 第4269号 

令和元年 9月20日 同 第3211号 

同  2年 1月31日 同 第 325号 

同  2年 3月27日 同 第1136号 

同  3年 6月 2日 同 第1788号 

同  3年 6月11日 同 第1932号 

同  4年 5月10日 同 第1693号 

同  4年 6月 7日 同 第2006号 

同  5年 4月27日 同 第1280号 

同  5年 6月28日 同 第1877号 

 

財務省理財局長から各財務（支）局長、沖縄総合事務局長宛 

 

標記のことについて、財務局等（財務局、福岡財務支局又は沖縄総合事務局をいう。以下

同じ。）のホームページにおいて公表する国有財産の物件情報に係る公表様式を別紙のとお

り定めたから、通知する。 

なお、別紙に規定する公表様式の各項目については、情報提供の充実を図る観点から、財

務局長等（財務局長、福岡財務支局長又は沖縄総合事務局長をいう。）が公表することを適

当と認める項目を追加して公表することを妨げるものではない。 

おって、本通達は平成 30年 4月 1日から適用する。 

 

別 紙 

国有財産の物件情報に係る公表様式 
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第５ その他公表様式 

第６ 公表様式 

第１号様式「一般競争入札の実施スケジュール（年間）」 

第２号様式「今後入札を予定している物件」 

第３号様式「現在公示中の一般競争入札物件（期日）」 

第４号様式「現在公示中の一般競争入札物件（期間）」 

第５号様式「すぐに購入できる物件」 

第６号様式「買受け及び暫定的な借受けの要望を受け付ける物件」 

第７号様式「現在公示中の一般競争入札物件（一時貸付け）」 

第８号様式「現在公示中の一般競争入札物件（３年を超える貸付け）」 

第９号様式「現在公示中の一般競争入札物件（事業用定期借地）」 

第 10号様式「地方公共団体に情報提供中の物件」 

第 11-1号様式「公用・公共用の借受要望を受け付ける物件」 

第 11-2号様式「公用・公共用の借受要望を受け付ける物件」 

第 11-3号様式「公用・公共用の借受要望を受け付ける物件」 

第 11-4号様式「公用・公共用の取得等要望を受け付ける物件」 

第 12号様式「公用・公共用の取得等要望を審査中及び処分等相手方を決定した物件」 

第 13号様式「現在公示中の一般競争入札物件（二段階）」 

第 14号様式「一般競争入札（期間又は期日）による売払結果一覧表」 

第 15号様式「一般競争入札による貸付結果一覧表」 

第 16-1号様式「公共随契による売払結果一覧表」 

第 16-2号様式「公共随契による貸付結果一覧表」 

第 17号様式「貸付中財産の売払結果一覧表」 

第 18号様式「二段階一般競争入札による入札結果一覧表」 

第 19号様式「国において所有権を留保している物件」 

第 20号様式「国において利用する方針とした物件」 

第 21号様式「管理処分の方向性を検討中及び個別に活用方針を定めるとした物件」 

第 22号様式「優遇措置の是正を行うことなく優遇措置を適用できる物件」 

第 23号様式「寄附を受けた物件一覧表」 

 

 

第１ 一般競争入札及び不落等随契の実施手続きに係る公表様式 

 平成 3 年 9 月 30 日付蔵理第 3603 号「一般競争入札等の取扱いについて」通達（以下

「入札通達」という。）の規定に基づき一般競争入札及び不落等随契（予算決算及び会計

令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 99 条の 2 及び第 99 条の 3 の規定による随意契約をい

う。以下同じ。）による売払いを実施する場合並びに令和元年 9月 20日付財理第 3209号



                   
 

「普通財産を暫定活用する場合の取扱いについて」通達（以下「暫定活用通達」という。）

の規定に基づき暫定活用を実施する場合における公表様式は次のとおりとする。 

⑴ 一般競争入札の年間実施スケジュールに係る公表様式は、第１号様式による。 

⑵ 一般競争入札を予定している物件に係る公表様式は、第２号様式による。 

⑶ 入札通達別紙Ⅰ－１－（2）の規定に基づき期日入札の公告を行った場合における

公示期間中の物件に係る公表様式は、第３号様式による。 

⑷ 入札通達別紙Ⅱ－１－（2）の規定に基づき期間入札の公告を行った場合における

公示期間中の物件に係る公表様式は、第４号様式による。 

⑸ 入札通達別紙Ⅰ－２－②及び別紙Ⅱ－２の規定に基づき先着順による買受希望を

受け付ける場合の物件に係る公表様式は、第５号書式による。 

⑹ 入札通達記２－⑹ただし書並びに暫定活用通達記第３－１－⑴－イ、第３－１－

⑵－イ、第３－２－⑴及び第３－３－⑵－イの規定に基づき買受け及び暫定的な借

受けの募集を行う場合の物件に係る公表様式は、第６号様式による。 

⑺ 暫定活用通達記第３－１－⑴－ハ及び第３－１－⑵－ハの規定に基づき入札の公

告を行った場合における公示期間中の物件に係る公表様式は、第７号様式による。 

⑻ 暫定活用通達記第３－２－⑶の規定に基づき入札の公告を行った場合における公

示期間中の物件に係る公表様式は、第８号様式による。 

⑼ 暫定活用通達記第３－３－⑵－ハの規定に基づき入札の公告を行った場合におけ

る公示期間中の物件に係る公表様式は、第９号様式による。 

 

第２ 公共随契の実施手続きに係る公表様式 

１ 平成 27 年 12 月 21 日付財理第 4997 号「介護施設整備に係る国有地の有効活用につ

いて」通達記４－⑵の規定に基づき地方公共団体に対して情報提供を行った場合にお

ける公表様式は第 10 号様式による。 

２ 令和元年 9 月 20 日付財理第 3206 号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処分

方針について」通達（以下「最適利用通達」という。）の規定に基づき公共随契（予算

決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 99条第 9号若しくは第 21号又は予算決

算及び会計令臨時特例（昭和 21 年勅令第 558 号）第 5 条第 1 項第 11 号の規定による

随意契約をいう。以下同じ。）による処分等を実施する場合における公表様式は次のと

おりとする。 

⑴  最適利用通達記第４－３－⑴として対応することとなった財産について取得等

要望を受け付ける場合の物件に係る公表様式は、第 11-1号様式による。 

⑵  最適利用通達記第４－３－⑷として対応することとなった財産について取得等

要望を受け付ける場合の物件に係る公表様式は、第 11-2号様式による。 

⑶  最適利用通達記第６－３－⑵の方向性により進めることとした財産について取

得等要望を受け付ける場合の物件に係る公表様式は、第 11-3号様式による。 



                   
 

⑷  最適利用通達記第６－３－⑷の方向性により進めることとした財産について取

得等要望を受け付ける場合の物件に係る公表様式は、第 11-4号様式による。 

⑸  最適利用通達記第７－３－⑴－ハの規定に基づき取得等要望書を受理した場合

及び第７－３－⑶－イの規定に基づき処分等相手方を決定した場合の物件に係る

公表様式は、第 12号様式による。 

 

第３ 二段階一般競争入札の実施手続きに係る公表様式 

平成 20 年 6月 26日付財理第 2730号「国有地の利用等に関する企画提案を審査した上

で行う一般競争入札の取扱いについて」通達（以下「二段階一般競争入札通達」という。）

の規定に基づき二段階一般競争入札による貸付け及び売払いを実施する場合において、

二段階一般競争入札通達記第３－５又は第４－５の規定に基づき入札の公告を行った場

合における公示期間中の物件に係る公表様式は、第 13号様式による。 

 

第４ 処分等結果の公表に係る公表様式 

平成 11 年 12 月 21 日付蔵理第 4832 号「国有財産の処分等結果の公表について」通達

（以下「公表通達」という。）及び二段階一般競争入札通達の規定に基づき処分等結果を

公表する場合の公表様式は次のとおりとする。 

 ⑴ 公表通達記２－⑴－イの規定に基づき契約内容を公表する場合の公表様式は、第

14号様式による。 

⑵ 公表通達記２－⑴－ロの規定に基づき契約内容を公表する場合の公表様式は、第

15号様式による。 

⑶ 公表通達記２－⑵－イの規定に基づき契約内容を公表する場合の公表様式は、第

16-1号様式による。 

⑷ 公表通達記２－⑵－ロの規定に基づき契約内容を公表する場合の公表様式は、第

16-2号様式による。 

⑸ 公表通達記２－⑶の規定に基づき契約内容を公表する場合の公表様式は、第 17号

様式による。 

⑹ 二段階一般競争入札通達記第３－13－⑵及び⑶、又は第４－13－⑵及び⑶の規定

に基づき審査結果を公表する場合の公表様式は、第 18号様式による。 

 

第５ その他公表様式 

⑴  最適利用通達記第４－２－⑴の規定に基づき暫定留保財産として選定した物件、

同－⑶の規定に基づき留保財産として選定した物件及び第５－３－⑴の規定に基

づき留保財産で利用方針を策定した物件に係る公表様式は、第 19 号様式とする。 

⑵  平成 18年 3月 17日付財理第 1037 号「財務省所管一般会計所属普通財産におけ

る未利用国有地の現状把握について」通達記２－⑴－イの規定に基づき国におい



                   
 

て利用する方針とした物件に係る公表様式は、第 20号様式による。 

⑶  最適利用通達記第６－３の規定に基づき管理処分の方向性について検討中の物

件及び同－４の規定に基づき個別活用財産とした物件に係る公表様式は、第 21号

様式による。 

⑷  令和 3年 6月 2日付財理第 1789号「公的利用再検討財産の取扱いについて」通

達記第４-１-(注３)の規定に基づき優遇措置の是正を行うことなく優遇措置を適

用できる物件に係る公表様式は、第 22号様式による。 

⑸  令和 5 年 4 月 20 日付財理第 1193 号「相続等により取得した土地所有権の国庫

への帰属に関する事務の取扱いについて」通達の別添「財務省所管一般会計所属

普通財産として不動産の寄附を受ける場合の事務取扱要領」記５の規定に基づき

寄附を受けた物件に係る公表様式は、第 23号様式による。 

 

第６ 公表様式 



第１号様式

一般競争入札の実施スケジュール（年間）

○期間入札

実施回次等 公示日 入札受付期間 開札日 備考

○期日入札

実施回次等 公示日 入札参加申込書受付期間 入札及び開札日 備考

              令和○年○月○日現在

              令和○年○月○日現在



第２号様式

今後入札を予定している物件

整理
番号

所在地
面積

（平方メートル）
事務所等 担当 電話番号 備考

    令和○年○月○日現在



第３号様式

公示日：令和○年○月○日（○）

第○回国有財産入札参加申込書受付期間

令和○年○月○日（○）～令和○年○月○日（○）

入札及び開札日：令和○年○月○日（○）

物件
番号

所在地 登記地目
面積

（平方メートル）
用途地域

建蔽率/
容積率

（パーセント）
詳細

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

現在公示中の一般競争入札物件（期日）



第４号様式

公示日：令和○年○月○日（○）

第○回国有財産入札受付期間

令和○年○月○日（○）～令和○年○月○日（○）

開札日：令和○年○月○日（○）

物件
番号

所在地
面積

（平方メー
トル）

建蔽率/
容積率

（パーセン
ト）

最低売却価格
（円）

詳細

物件
番号

所在地
（住居表示）

最低売却価格
（円）

詳細

物件
番号

所在地
（住居表示）

最低売却価格
（円）

詳細

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

用途地域

（建物付土地）

登記
地目

現在公示中の一般競争入札物件（期間）

（土地）

（参考：マンション）

登記地目及び種類

土地面積
（平方メートル）

建物面積
（平方メートル）

専有面積
（平方メートル）

マンション名、
部屋番号

間取、構造

構造



第５号様式

物件
番号

所在地 登記地目
面積

（平方メー
トル）

用途
地域

建蔽率/
容積率

（パーセン
ト）

受付
期間

売却価格
（円）

詳細

※　ホームページの更新の都合上、既に受付けを終了している場合や売却済みの場合がありますので、その節はご了承

  願います。

（注）「詳細」覧には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

すぐに購入できる物件

　ここに掲載されている物件は、すぐに購入ができる物件です。
　詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。
　なお、契約締結後に契約金額を含む契約内容を当局ホームページにおいて公表します。
　また、当該契約内容の公表に対する同意が契約締結の要件となります。

令和○年○月○日現在



第６号様式

買受け及び暫定的な借受けの要望を受け付ける物件

前回入札時
の最低売却
価格（円）

前回入札の
公示日

一時貸付け
（※2）

3年を
超える
貸付け
（※3）

事業用
定期借地権
の設定によ
る貸付け
（※4）

（注）上記の記載事項は掲載時点のものであり、分合筆や物件調査等の結果、変更となる場合があります。

（※4）「事業用定期借地権の設定による貸付け」は、貸付期間が10年以上30年以内の貸付けです。

（※1）「買受参考価格」は、直近の入札の際に公告した最低売却価格（予算決算及び会計令臨時特例（昭和21年勅令第558号）第4条の15の規定に基づいて公告する予定価格をいう。以下同じ。）を
掲載しています。なお、一般競争入札等により売り払う場合には、別途最低売却価格又は予定価格を算定することとなるため、実際に売り払う場合の最低売却価格等と「買受参考価格」は大きく異
なる場合があります。

（※2）「一時貸付け」は、貸付期間が3年以内の貸付けであり、例えば、コインパーキング（時間貸し・月極）、仮設事務所、各種イベント用地又は資材・車両置き場といった使用目的でご利用い
ただけます。

（※3）「3年を超える貸付け」は、貸付期間が3年超30年以内の貸付けであり、例えば、コインパーキング（時間貸し・月極）、仮設事務所、各種イベント用地又は資材・車両置き場といった使用目
的でご利用いただけます。ただし、10年超の貸付けについては、建物所有を目的とした使用はできません。

備考
買受要望

買受参考価格（※1） 貸付けの種類

借受可能
期間

借受要望
受付期間

登記
地目

　ここに掲載されている物件は、買受け及び暫定的な借受けの要望を受け付けています。
　国有地の売払い及び貸付けは、原則、一般競争入札により契約相手方、契約金額を決定することとなります。
　暫定的な借受けの要望を受け付ける物件は、物件により貸付けのできる用途・期間が異なります。また、貸付期間が満了した場合には、直ちに原状回復のうえ返還し
ていただく必要があります。さらに、ご要望をいただいた場合でも、公序良俗に反する使用や使用目的によってはお貸しできない場合があります。
　買受けや借受けの要望に関する詳細については受付担当課（統括）までお問い合わせ下さい。
　ホームページの更新の都合上、既に売払いや貸付けの手続を行っている場合がありますのでご了承願います。

　　　令和○年○月○日現在

面積
（平方メー
トル）

借受要望

事務所等 担当 電話番号
整理
番号

所在地

買受要望



第７号様式

現在公示中の一般競争入札物件（一時貸付け）

整理
番号

入札日 所在地
面積

（平方メー
トル）

事務所等 担当 電話番号 詳細 備考

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

　ここに掲載されている物件は、一時貸付けの一般競争入札を実施します。
　各物件の詳細につきましては、物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせくだ
さい。
　なお、契約締結後に契約金額を含む契約内容を当局ホームページにおいて公表します。
　また、当該契約内容の公表に対する同意が契約締結の要件となります。



第８号様式

現在公示中の一般競争入札物件（３年を超える貸付け）

整理
番号

入札日 所在地
面積

（平方メー
トル）

事務所等 担当 電話番号 詳細 備考

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

　ここに掲載されている物件は、３年を超える貸付けに係る一般競争入札を実施します。
　各物件の詳細につきましては、物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせくだ
さい。
　なお、契約締結後に契約金額を含む契約内容を当局ホームページにおいて公表します。
　また、当該契約内容の公表に対する同意が契約締結の要件となります。



第９号様式

現在公示中の一般競争入札物件（事業用定期借地）

整理
番号

入札日 所在地
面積

（平方メー
トル）

事務所等 担当 電話番号 詳細 備考

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

　ここに掲載されている物件は、事業用定期借地の一般競争入札を実施します。
　各物件の詳細につきましては、物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせくだ
さい。
　なお、契約締結後に契約金額を含む契約内容を当局ホームページにおいて公表します。
　また、当該契約内容の公表に対する同意が契約締結の要件となります。



第10号様式

地方公共団体に情報提供中の物件

　

整理
番号

登記
地目

備考

　ここに掲載されている物件は、地方公共団体に対し、介護施設用地としての利用を検討していただくため
に情報提供中の物件です。
　掲載されている物件を活用して、介護施設を整備しようとする場合は、まずは地方公共団体へご相談くだ
さい。
　なお、掲載されている物件を活用して介護施設を整備することができるのは、地方公共団体及び社会福祉
法人となります。
　ただし、掲載されている物件が、有用性が高く希少な土地として国が所有権を留保しつつ活用を図る留保
財産に選定された場合には、当該財産は定期借地権による貸付により活用されることとなるとともに、その
利用用途については、民間事業者や地方公共団体からの意見を踏まえつつ、介護施設整備の適否も含めて検
討を行い、最適利用を図るための利用方針が決定されることとなる点にご留意願います。
　各物件の概要については、以下の財務局又は財務事務所までお問い合わせください。
　・　○○県所在の物件　○○財務局○○課　電話・・・・・
　・　△△県所在の物件　△△財務事務所△△課　電話・・・・・
　・　□□県所在の物件　□□財務事務所□□課　電話・・・・・

面積
（平方メートル）

所在地 用途地域

　令和○年○月○日現在

建蔽率/
容積率

（パーセント）



第11-1号様式

公用・公共用の借受要望を受け付ける物件

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

用途地
域

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

用途
事務所

等
担当 電話番号

受付期
限

処分等
可能予
定時期

利用方針 備考

　ここに掲載されている物件は、ホームページ掲載日から３ヶ月間、「用途」欄に記載の用途に供することを条件とし
て、定期借地権を設定した貸付けの要望を受け付けます。
　ご要望に当たっては、以下の留意事項を必ずご確認のうえ、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問
い合わせください。

【留意事項】
・　ご要望を受け付けることができるのは、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第21号等の規定により
　随意契約により契約することができる地方公共団体又は公益法人その他の事業者となります。
・　受付期限までにご要望がない場合には、二段階一般競争入札（要望者から土地の利用等に関する企画提案を求めた
　上で、これを審査し、審査を通過した者により行う一般競争入札をいう。）により定期借地権を設定した貸付けを行う
　こととなります。
・　各物件の利用条件等については、「利用方針」欄に添付の内容をご確認ください。
・　上記のほか、次の１～６に掲げる事項について十分承知のうえ、ご要望願います。
１．契約を締結した場合、見積り合せにより落札されなかった場合及び５回の見積り合せを行わず途中で見積り合せの
  取下げをされた場合いずれも、契約金額を含む契約内容又は見積り合せが打ち切りとなった旨を当局ホームページに
　おいて公表します。
２．上記１の公表に対する同意が契約締結の要件となります。
３．処分等価格は、書面による見積り合せ（予算決算及び会計令第99条の6の規定に基づき、処分等相手方の契約希望
　価格を書面により確認し、当該価格が国の予定価格（予算決算及び会計令第99条の5の規定に基づき定める予定価格
　をいう。）の制限の範囲内であるか否かを確認する手続きをいう。）により決定します。
４．上記３の見積り合せの実施回数は累計で５回を限度とし、５回の見積り合せによっても国の予定価格の制限に達し
　ない場合には、直ちに見積り合せを打ち切ります。また、見積り合せの打ち切りにより処分等相手方に損害が生じて
　も国はその責めを負いません。
５．契約締結前に地下埋設物、土壌汚染等の存在が明らかとなった場合において、予定価格を再算定する等の対応に
　相応の時間を要したことにより、取得等要望を行った者に損害が生じても国はその責めを負いません。
６．所轄庁から、施設等の設置認可の申請に対する結果の通知を受けた場合には、速やかにその通知の写しを提出いた
　だくこととなります。

　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日現在

※　「利用方針」欄には、令和元年9月20日付財理第3206号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処分方針について」通達記第５の規定
　に基づき策定した留保財産の利用方針に係る内容を掲載しております。



第11-2号様式

公用・公共用の借受要望を受け付ける物件

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

用途地
域

建蔽率/
容積率
（パーセ
ント）

事務所
等

担当 電話番号 受付期限
処分等

可能予定時
期

備考

　ここに掲載されている物件は、ホームページ掲載日から３ヶ月間、公用・公共用のための定期借地権を設定し
た貸付けの要望を受け付けます。
　ご要望に当たっては、以下の留意事項を必ずご確認のうえ、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ
直接お問い合わせください。

【留意事項】
・　ご要望を受け付けることができるのは、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第21号等の規定
　により随意契約により契約することができる地方公共団体又は公益法人その他の事業者となります。
・　受付期限までにご要望がない場合には、原則として、二段階一般競争入札（要望者から土地の利用等に関す
　る企画提案を求めた上で、これを審査し、審査を通過した者により行う一般競争入札をいう。）により事業用
　定期借地権を設定した貸付けを行うこととなります。
・　上記のほか、次の１～６に掲げる事項について十分承知のうえ、ご要望願います。
１．契約を締結した場合、見積り合せにより落札されなかった場合及び５回の見積り合せを行わず途中で見積り
　合せの取下げをされた場合いずれも、契約金額を含む契約内容又は見積り合せが打ち切りとなった旨を当局
　ホームページにおいて公表します。
２．上記１の公表に対する同意が契約締結の要件となります。
３．処分等価格は、書面による見積り合せ（予算決算及び会計令第99条の6の規定に基づき、処分等相手方の契約
　希望価格を書面により確認し、当該価格が国の予定価格（予算決算及び会計令第99条の5の規定に基づき定める
　予定価格をいう。）の制限の範囲内であるか否かを確認する手続きをいう。）により決定します。
４．上記３の見積り合せの実施回数は累計で５回を限度とし、５回の見積り合せによっても国の予定価格の制限
　に達しない場合には、直ちに見積り合せを打ち切ります。また、見積り合せの打ち切りにより処分等相手方に
　損害が生じても国はその責めを負いません。
５．契約締結前に地下埋設物、土壌汚染等の存在が明らかとなった場合において、予定価格を再算定する等の対
　応に相応の時間を要したことにより、取得等要望を行った者に損害が生じても国はその責めを負いません。
６．所轄庁から、施設等の設置認可の申請に対する結果の通知を受けた場合には、速やかにその通知の写しを提
　出いただくこととなります。

　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日現在



第11-3号様式

公用・公共用の借受要望を受け付ける物件

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

用途地
域

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

用途
事務所

等
担当 電話番号

受付期
限

処分等
可能予
定時期

地域の整備計
画等に係る地
方公共団体の

意見

備考

　ここに掲載されている物件は、ホームページ掲載日から３ヶ月間、「用途」欄に記載の用途に供することを条件とし
て、定期借地権を設定した貸付けの要望を受け付けます。
　ご要望に当たっては、以下の留意事項を必ずご確認のうえ、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問
い合わせください。

【留意事項】
・　ご要望を受け付けることができるのは、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第21号等の規定により
　随意契約により契約することができる地方公共団体又は公益法人その他の事業者となります。
・　受付期限までにご要望がない場合には、別途、公用・公共用利用のための売払い又は定期借地権を設定した貸付け
（保育所、介護施設等の社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条の規定する社会福祉事業の用に供する場合に限る。）
　の要望を受け付けます。
・　各物件の利用条件等については、「地域の整備計画等に係る地方公共団体の意見」欄に添付の内容をご確認くださ
　い。
・　上記のほか、次の１～６に掲げる事項について十分承知のうえ、ご要望願います。
１．契約を締結した場合、見積り合せにより落札されなかった場合及び５回の見積り合せを行わず途中で見積り合せの
  取下げをされた場合いずれも、契約金額を含む契約内容又は見積り合せが打ち切りとなった旨を当局ホームページに
　おいて公表します。
２．上記１の公表に対する同意が契約締結の要件となります。
３．処分等価格は、書面による見積り合せ（予算決算及び会計令第99条の6の規定に基づき、処分等相手方の契約希望
　価格を書面により確認し、当該価格が国の予定価格（予算決算及び会計令第99条の5の規定に基づき定める予定価格
　をいう。）の制限の範囲内であるか否かを確認する手続きをいう。）により決定します。
４．上記３の見積り合せの実施回数は累計で５回を限度とし、５回の見積り合せによっても国の予定価格の制限に達し
　ない場合には、直ちに見積り合せを打ち切ります。また、見積り合せの打ち切りにより処分等相手方に損害が生じて
　も国はその責めを負いません。
５．契約締結前に地下埋設物、土壌汚染等の存在が明らかとなった場合において、予定価格を再算定する等の対応に相応
　の時間を要したことにより、取得等要望を行った者に損害が生じても国はその責めを負いません。
６．所轄庁から、施設等の設置認可の申請に対する結果の通知を受けた場合には、速やかにその通知の写しを提出いただ
　くこととなります。

　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日現在

※　「地域の整備計画等に係る地方公共団体の意見」欄には、令和元年9月20日付財理第3206号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処
　分方針について」通達記第６-２の規定に基づき確認した地域の整備計画等に係る意見を掲載しております。



第11-4号様式

公用・公共用の取得等要望を受け付ける物件

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

用途地域

建蔽率/
容積率
（パーセ
ント）

事務所
等

担当 電話番号 受付期限
処分等
可能予定
時期

地域の整備計
画等に係る地
方公共団体の

意見

備考

　ここに掲載されている物件は、ホームページ掲載日から３ヶ月間、公用・公共用利用のための取得等要望を受
け付けます。
　なお、次に掲げる場合には、売却による取得のほか、定期借地権を設定した貸付けも可能です。
・　福祉施設（社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条に規定する社会福祉事業の用に供する施設をいい、
　認定こども園を除く。以下同じ。）又は認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
　提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第2条に規定する認定こども園の用に供する施設をいう。
　以下同じ。）の用に供する場合（地方公共団体が借受け、福祉施設又は認定こども園を経営する事業者に
　転貸する場合を含む。）
・　認定こども園又は福祉施設とその他公的施設（予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第21
  号等の規定により随意契約が可能な施設に限る。）の用に供する場合
・　医療施設（医療法（昭和23年法律第205号）第1条の5第1項及び第2項に規定する病院又は診療所をい
  う。）の用に供する場合（地方公共団体が地方公共団体に代わって医療施設を経営する事業者に転貸す
  る場合も含む。）
　ご要望に当たっては、以下の留意事項を必ずご確認のうえ、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ
直接お問い合わせください。

【留意事項】
・　ご要望を受け付けることができるのは、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第21号等の
　規定により随意契約により契約することができる地方公共団体又は公益法人その他の事業者となります。
・　受付期限までにご要望がない場合には、原則として、一般競争入札により売払うこととなります。
・　上記のほか、次の１～６に掲げる事項について十分承知のうえ、ご要望願います。
１．契約を締結した場合、見積り合せにより落札されなかった場合及び５回の見積り合せを行わず途中で見
　積り合せの取下げをされた場合いずれも、契約金額を含む契約内容又は見積り合せが打ち切りとなった旨
　を当局ホームページにおいて公表します。
２．上記１の公表に対する同意が契約締結の要件となります。
３．処分等価格は、書面による見積り合せ（予算決算及び会計令第99条の6の規定に基づき、処分等相手方の
　契約希望価格を書面により確認し、当該価格が国の予定価格（予算決算及び会計令第99条の5の規定に基づ
　き定める予定価格をいう。）の制限の範囲内であるか否かを確認する手続きをいう。）により決定します。
４．上記３の見積り合せの実施回数は累計で５回を限度とし、５回の見積り合せによっても国の予定価格の
　制限に達しない場合には、直ちに見積り合せを打ち切ります。また、見積り合せの打ち切りにより処分等
　相手方に損害が生じても国はその責めを負いません。
５．契約締結前に地下埋設物、土壌汚染等の存在が明らかとなった場合において、予定価格を再算定する等
　の対応に相応の時間を要したことにより、取得等要望を行った者に損害が生じても国はその責めを負いま
　せん。
６．所轄庁から、施設等の設置認可の申請に対する結果の通知を受けた場合には、速やかにその通知の写しを
　提出いただくこととなります。

　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日現在

※　「地域の整備計画等に係る地方公共団体の意見」欄には、令和元年9月20日付財理第3206号「最適利用に向けた未利用国有地等
  の管理処分方針について」通達記第６-２の規定に基づき確認した地域の整備計画等に係る意見（意見があった場合に限る。）を
  掲載しております。



第12号様式

公用・公共用の取得等要望を審査中及び処分等相手方を決定した物件

整理
番号

所在地
面積

（平方メートル）

売払い又は
定期借地の

別

要望者
（審査中）

処分等
相手方

処分等
予定
時期

契約
締結
期限

事務所等 担当 電話番号 備考

　ここには、公用・公共用の取得等要望があり、その適否について審査中であるか、又は審査を経て処分等相手方を決
定した物件を掲載しています。
　詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。

　令和○年○月○日現在



第13号様式

公示日：令和○年○月○日（○）

参加申込書及び企画提案書受付期間

令和○年○月○日（○）～令和○年○月○日（○）

物件
番号

所在地
貸付/売払

の別
区分

登記
地目

建蔽率/
容積率

（パーセン
ト）

詳細
質疑回答

書

（注）「詳細」欄には物件に係る詳細な情報を掲載するものとする。

現在公示中の一般競争入札物件（二段階）

面積
（平方メートル）

用途地域

　ここに掲載されている物件は、二段階一般競争入札を実施します。
　二段階一般競争入札とは、まちづくりに配慮した土地利用を行いつつ、民間の企画力・知見を具体的な土地利用に反
映させ、資産価値の向上や地域経済の活性化等の効果を実現することを目的とし、１段階目として企画提案書の審査を
行い、２段階目に審査通過者を対象とした価格競争を実施して、落札者を決定する入札方法です。 
　各物件の詳細につきましては、物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。
　なお、契約締結後に契約金額を含む契約内容を当局ホームページにおいて公表します。
　また、当該契約内容の公表に対する同意が契約締結の要件となります。



（土地）

（建物付土地）

（参考：マンション）

　　      第○回一般競争入札（期間又は期日）による売払結果一覧表（令和○年○月○日開札）

物件
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

応札
者数

開札
結果

不落等
随契

の有無

契約
年月日

契約金額
（円）

契約
相手方

業種

価格
形成上
の減価
要因

都市計画
区域

用途地域 備考

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

物件
番号

所在地

登記
地目
及び
種類

土地面積
（平方
メート
ル） 応札

者数
開札
結果

都市計画
区域

用途地域 備考
建物面積
（平方
メート
ル）

不落等
随契

の有無

契約
年月日

契約金額
（円）

契約
相手方

業種

価格
形成上
の減価
要因

契約金額
（円）

契約
相手方

業種

価格
形成上
の減価
要因

都市計画
区域

専有面積
（平方
メート
ル）

応札
者数

開札
結果

不落等
随契

の有無

契約
年月日

第14号様式

用途地域

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

備考
物件
番号

所在地
（住居表示）

マンション名・
部屋番号

１．本一覧表は、一般競争入札実施後開札結果（売払い）について一件別に記載しております。なお、契約を締結した物件については、不落等随契の有無、契約年月日、
契約金額、契約相手方の法人・個人の別（契約相手方が地方公共団体の場合は当該団体名）、契約相手方の業種（契約相手方が法人の場合のみ）及び価格形成上の減価
要因を記載しております。

２．不落等随契の有無は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条の２及び第99条の３の規定に基づき契約を締結した場合に「○」を記載しております。
３．価格形成上の減価要因は、次に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。

・予定価格の算定に当たり、建物解体撤去を減価要因とした場合
・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



契約期間
契約

相手方
業種

第15号様式

　　      一般競争入札による貸付結果一覧表（令和○年○月○日開札）

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方メー

トル）

応札
者数

開札
結果

契約年月日
年額

貸付料
（円）

用途地域

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

備考

定期
借地権
の設定
の有無

価格
形成上
の減価
要因

都市計画
区域

１．本一覧表は、一般競争入札実施後開札結果（貸付け）について一件別に記載しております。なお、落札物件について、契約を締結した物件については、契約年月日、年額貸
付料、契約期間、契約相手方の法人・個人の別（契約相手方が地方公共団体の場合は当該団体名）、契約相手方の業種（契約相手方が法人の場合のみ）及び価格形成上の減価
要因を記載しております。

２．年額貸付料について、貸付期間が１年未満の場合は当該貸付期間に対応する貸付料を記載しております。
３．定期借地権の設定の有無について、定期借地権（借地借家法（平成３年法律第90号）第22条第１項に規定する借地権及び第23条第１項又は第２項に規定する借地権をい
う。）を設定している場合に「○」を記載しております。

４．価格形成上の減価要因は、以下に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。
・予定価格の算定に当たり、建物解体撤去を減価要因とした場合
・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



（土地）

（建物付土地）

用途地域
価格形成上
の減価要因

都市計画区域

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

備考
整理
番号

所在地
登記地目
及び種類

土地面積
（平方
メート
ル） 契約

年月日建物面積
（平方
メート
ル）

契約金額
（円）

契約相手方名
法人
番号

用途
減額
売払

の有無

借地権
の有無

用途
減額
売払

の有無

第16-1号様式

公共随契による売払結果一覧表

整理
番号

所在地 登記地目

面積
（平方
メート
ル）

契約
年月日

契約金額
（円）

契約相手方名
法人
番号

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

備考
借地権
の有無

価格形成上
の減価要因

都市計画区域 用途地域

１．本一覧表は、公共随契により売払いをした物件について一件別に記載しております。
２．減額売払の有無は、法令の規定に基づき減額売払いを行った場合に「○」を記載しております。
３．借地権の有無は、売却した物件に借地権が設定されていた場合に「○」を記載しております。
４．契約金額（円）は、見積り合せにより落札された金額、又は見積り合せにより落札されなかった場合は「不調」と記載、５回の見積り合せを行わず途中で見積り合せを取下げされた
場合は、「取下げ」と記載しております。

５．価格形成上の減価要因は、次に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。
・予定価格の算定に当たり、建物解体撤去を減価要因とした場合
・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



法人
番号

用途
減額
貸付
の有無

第16-2号様式

公共随契による貸付結果一覧表

整理
番号

所在地
登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

契約
年月日

年額
貸付料
（円）

契約
期間

契約相手方名 用途地域

建蔽率/
容積率
（パーセ
ント）

備考

定期
借地権
の設定
の有無

価格形成上
の減価要因

都市計画区域

１．本一覧表は、公共随契により貸付けをした物件について一件別に記載しております。
２．減額貸付の有無は、法令の規定に基づき減額貸付けを行った場合に「○」を記載しております。
３．年額貸付料について、貸付期間が１年未満の場合は当該貸付期間に対応する貸付料を記載、又は見積り合せにより落札されなかった場合は「不調」と記載、５回の見積り合せを行わ
ず途中で見積り合せの取下げをされた場合は、「取下げ」と記載しております。

４．定期借地権の設定の有無について、定期借地権（借地借家法（平成３年法律第90号）第22条第１項に規定する借地権及び第23条第１項又は第２項に規定する借地権をいう。）を設定
している場合に「○」を記載しております。

５．価格形成上の減価要因は、以下に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。
・予定価格の算定に当たり、建物解体撤去を減価要因とした場合
・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



（土地）

（建物付土地）

建物面積
（平方メートル）

借地権
または
借家権
の有無

価格形成上
の減価要因

都市計画区域 用途地域

建蔽率/
容積率

（パーセン
ト）

備考
整理
番号

所在地 登記地目

土地面積
（平方メートル）

契約
年月日

契約金額
（円）

契約相手方
契約相手方の

業種

備考

第17号様式

貸付中財産の売払結果一覧表

整理
番号

所在地 登記地目
面積

（平方メートル）
契約

年月日
契約金額
（円）

契約相手方
契約相手方の

業種

借地権
または
借家権
の有無

価格形成上
の減価要因

都市計画区域 用途地域

建蔽率/
容積率

（パーセン
ト）

１．本一覧表は、（一定規模以上の）貸付中財産の売払結果について一件別に記載しております（個人に売払いした場合を除く。）。
２．「契約相手方」欄には、法人であることのみを記載しており、契約相手方が地方公共団体の場合は当該団体名を記載しております。
３．借地権等の有無は、売却した物件に借地権が設定されていた場合は「借地権」、借家権が設定されていた場合は「借家権」を記載しております。
４．価格形成上の減価要因は、次に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。

・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



貸付/
売払の

別 契約期間
年額貸付
料（円）

第一段階
（企画提案書の審査）

第二段階
（価格競争入札）

契約
年月日

契約金額
（円）

登記
地目

面積
（平方
メート
ル）

落札者
の提案
概要

都市計画
区域

用途地域

企画
提案書
の審査
を通過
した者
の数

審査
を通過

した企画
提案書

の平均点

開札
結果

落札者
の氏名

又は名称

契約相手方
の氏名

又は名称

法人番号

建蔽率/
容積率

（パーセ
ント）

第18号様式

物件
番号

所在地
企画

提案書
を提出
した者
の数

　　      二段階一般競争入札による入札結果一覧表（令和○年○月○日開札）

備考不落等
随契

の有無

価格
形成上
の減価
要因

１．本一覧表は、二段階一般競争入札実施後開札結果について一件別に記載しております。なお、契約を締結した物件については、契約相手方の氏名又は名称（特定目的会社等の場合には特定目的会社等の名称と主な出
資者の氏名又は名称）、法人番号、不落等随契の有無、契約年月日、契約金額及び価格形成上の減価要因を記載しております。
なお、年額貸付料（円）又は契約金額（円）の箇所に、見積り合せにより落札されなかった場合は、「不調」と記載、５回の見積り合せを行わず途中で見積り合せの取下げをされた場合は、「取下げ」と記載しております。

２．審査を通過した企画提案書の平均点は、企画提案書の審査を通過した者の数が３者以上の場合に記載しております。
３．不落等随契の有無は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条の２及び第99条の３の規定に基づき契約を締結した場合に「○」を記載しております。
４．価格形成上の減価要因は、以下に掲げる場合に要因を記載しております。なお、複数の減価要因がある場合には、主たる要因を記載しております。

・予定価格の算定に当たり、建物解体撤去を減価要因とした場合
・予定価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の物件の状況を減価要因とした場合



整理
番号

面積
（平方メートル）

用途地域 建蔽率／容積率 留保財産決定年月日 利用方針案
地方審議会

（利用方針決定日）
利用方針の内容

第19号様式

国において所有権を留保している物件

　ここに掲載されている物件は、国が所有権を留保し、活用を図ることとしたものです（暫定的に留保している物件を含みます）。
  詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。

　　　　令和○年○月○日現在

所在地



整理
番号

所在地
面積

（平方メートル）
整備予定

用途
整備予定

時期
事務所等 担当 電話番号 備考

第20号様式

国において利用する方針とした物件

　ここに掲載されている物件は、国において利用予定があるものです。
　詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。

　　　　　　令和○年○月○日現在



整理
番号

面積
（平方メートル）

処分留保理由 事務所等 担当 電話番号 備考

※ 「備考」欄には、令和元年9月20日付財理第3206号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処分方針について」通達記第６-
 ２の規定に基づき確認した地域の整備計画等に係る意見（意見があった場合に限る。）等を掲載しております。

第21号様式

管理処分の方向性を検討中及び個別に活用方針を定めるとした物件

　ここに掲載されている物件は、記載の理由により、管理処分の方向性を検討していることや個別に
活用方針を定めることから、処分等を留保しています。
  詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。

　　　　令和○年○月○日現在

所在地



整理
番号

面積
（平方メートル）

事務所等 担当 電話番号 備考所在地

　　　　令和○年○月○日現在

第22号様式

優遇措置の是正を行うことなく優遇措置を適用できる物件

　ここに掲載されている物件は、地方公共団体等が、法令上優遇措置が適用できることと規定されている施設
の敷地として本物件の取得等を行う場合に、積極的な有効活用を行う観点から、「優遇措置の取扱いについて
（平成14年3月29日付財理第1169号）」通達において定める優遇措置の是正の対象財産であっても、当該是正
を行うことなく優遇措置を適用できる物件となっております。
  詳細については、各物件の所在する財務事務所等担当課（統括）へ直接お問い合わせください。



１.本一覧表は、寄附を受けた物件について一件別に記載しております。
２.契約相手方については、法人・個人の別（地方公共団体の場合は団体名）を記載しております。

３.寄附受けの理由については、「相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する事務の取扱いについて」通達別添
「財務省所管一般会計所属普通財産として寄附受けする場合の事務取扱要領」記１－（２）に規定する寄附を受けることができ
る土地の条件①又は②を記載しております。

第23号様式

寄附を受けた物件一覧表

整理
番号

所在地
面積

（平方メートル）
契約
年月日

契約
相手方

寄附受けの理由
登記地目
及び種類
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